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1.  平成22年3月期第3四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 53,736 1.6 2,669 △16.8 2,532 △25.3 1,294 4.8
21年3月期第3四半期 52,864 ― 3,208 ― 3,392 ― 1,235 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 68.67 ―
21年3月期第3四半期 60.06 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 35,290 23,262 61.6 1,259.61
21年3月期 39,341 27,316 65.1 1,245.32

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  21,743百万円 21年3月期  25,606百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 16.00 ― 16.00 32.00
22年3月期 ― 16.00 ―
22年3月期 

（予想）
16.00 32.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 75,369 5.6 4,043 15.6 3,886 4.3 1,848 53.6 100.16
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
(注) 詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧下さい。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に掲載されている業績予想等の将来に関する記述は、発表日現在において入手可能な情報及び計画に基づき作成したものであり、実際の業績は
今後の経済情勢等によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想(平成22年３月期の連結業績予想)については、平成21年３月期第２四
半期決算発表時の数値から修正しておりません。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 20,590,153株 21年3月期  20,590,153株
② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期  3,328,455株 21年3月期  27,922株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第3四半期 18,845,986株 21年3月期第3四半期 20,562,908株
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当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、一部の産業では限定的に回復の兆しが見られるものの、設
備投資の低迷、雇用情勢の悪化に伴う個人消費の冷え込みに加え、デフレの進行により企業収益を取り巻
く環境は依然として厳しく、全体的に国内景気は引き続き先行き不透明な状況で推移いたしました。 
ビルメンテナンス業界におきましても、契約先のコスト削減意識の高まりや業務対象物件の閉鎖・縮小

の影響を受け、引き続き厳しい状況で推移いたしました。 
このような事業環境のもと、当社グループにおきましては、引き続きビルメンテナンスの周辺事業の拡

大を図るとともに、プロパティマネジメント業務、ＰＦＩ事業等への取り組みやグループ企業の強化など
積極的な事業展開を図ってまいりました。 
当第３四半期連結累計期間の売上高は、営繕や設備改修等の工事売上が減少いたしましたが、前期にお

いて連結子会社としたＮＳコーポレーション㈱の業績が寄与したことにより537億36百万円(前年同期比
1.6％増)となりました。 
収益面におきましては、受託単価の伸び悩みに加え原価の高騰による影響や各種評価損の計上により、

営業利益26億69百万円(前年同期比16.8％減)、経常利益25億32百万円(前年同期比25.3％減)と前年同期を
下回っておりますが、四半期純利益については前年同期に比べ投資有価証券評価損や少数株主利益が減少
したことにより12億94百万円(前年同期比4.8％増)と前年同期を上回る結果となりました。 
  
事業の種類別セグメント業績は次のとおりであります。 

主たる業務であるビル管理業務及び保安警備の建物管理運営事業につきましては、指定管理者制度や
ＰＦＩ、不動産ファンド関連の物件を中心とした新規案件の受託やビルメンテナンスの周辺業務は順調
に受託することができましたが、工事関係の受託の伸び悩みにより、当第３四半期連結累計期間の売上
高は468億56百万円(前年同期比1.9％減)となりました。 
一方、収益面におきましても、受託単価の伸び悩みや比較的利益率の高かった臨時業務の減少に加

え、新規物件の立ち上げコストや人件費や外注委託費等の主要コストが上昇したことから、営業利益は
44億67百万円(前年同期比7.9％減)となりました。 

上下水道処理施設等の公共施設管理を主体とする環境施設管理事業につきましては、ゴミ焼却施設や
リサイクル施設管理を中心に新規案件の受託も概ね順調であったことから、当第３四半期連結累計期間
の売上高は49億39百万円(前年同期比5.7％増)となりました。 
収益面におきましては、契約単位毎に外部委託費や仕入価格の見直しを行い、効率的な人員配置を中

心にコスト管理を徹底いたしましたが、主要取引先である地方自治体は依然として緊縮財政の傾向にあ
り、原価面においては引き続き厳しい状況で推移した結果、営業利益は4億32百万円(前年同期比10.7％
減)となりました。 

不動産ファンドの組成・資産運用を行うアセットマネジメント及び匿名組合への出資を主体とする不
動産ファンドマネジメント事業につきましては、資産運用のアセットマネジメント収入は安定して計上
できたものの、市況の悪化により不動産取得や売却に伴う収入が減少したことにより、当第３四半期連
結累計期間の売上高は3億97百万円(前年同期比6.6％減)となりました。 
収益面におきましては、取得・売却等に伴う臨時的な収入が減少したことや不動産市況の悪化に伴

い、当社グループ内で不動産ファンド事業として保有する販売用不動産の価値が下落し販売用不動産評
価損を計上したことにより、17百万円(前年同期比1億70百万円減)の営業損失となりました。 

イベントの企画・運営、印刷、デザインを主体としたその他の事業は、資生堂グループを主な取引先
として販売を行っており、当第３四半期連結累計期間の売上高は15億43百万円、営業利益は71百万円と
なりました。 

(注) 事業の種類別セグメントについては、「(5)セグメント情報 事業の種類別セグメント情報 当第３四半期連結

累計期間」の(注)３に記載のとおり、事業区分を変更いたしております。このため、当該項目における売上高

並びに営業利益の前年同期比については、前第３四半期連結累計期間分を遡及修正した金額に基づき算出いた

しております。 

  

・定性的情報・財務諸表等

1. 連結経営成績に関する定性的情報

① 建物管理運営事業

② 環境施設管理事業

③ 不動産ファンドマネジメント事業

④ その他の事業
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当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ40億50百万円(10.3％減)減少して
352億90百万円となりました。 
資産の増減の主な要因は、平成21年８月に実施した自己株式の取得に伴い現金及び預金が減少したこ

とによるものであります。 
負債は、前連結会計年度末に比べ4百万円(0.0％増)増加し120億28百万円と同水準で推移いたしまし

た。 
純資産は、前述の自己株式の取得により前連結会計年度末に比べ40億54百万円(14.8％減)減少して

232億62百万円となり、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ3.5％減少し61.6％となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ税金等調整前四半期純利益が減少したもの
の法人税等の支払額が大幅に減少したことにより21億47百万円(前年同期比13億74百万円増)の収入と
なりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入・払戻による純収入額の増加や投資有価証
券の償還による収入等により3億49百万円(前年同期比18億63百万円増)の収入となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出や配当金の支払い等により55億
59百万円(前年同期比48億97百万円増)の支出となりました。 
これらの結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比

べ30億62百万円減少し84億40百万円となりました。 

  

今後の見通しにつきましては、当社を取り巻く環境は、引き続き厳しい状況で推移することが予想され
ます。 
業績予想に関しましては、概ね平成21年11月４日に公表いたしました修正業績予想のとおり推移してお

り、通期の業績予想に変更はありません。 

  

該当事項はありません。 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す
る方法によっております。 

自己株式の取得による支出及び処分による収入は、従来まで「自己株式の増減額(△は増加)」と
して純額表示する方法により掲記しておりましたが、金額的重要性が増したため、第２四半期連結
累計期間より総額表示する方法に変更しております。 
なお、前第３四半期連結累計期間の「自己株式の取得による支出」の金額は△2,169千円、「自

己株式の処分による収入」の金額は383千円であります。 

  

2. 連結財政状態に関する定性的情報

(1) 連結貸借対照表

(2) 連結キャッシュ・フロー
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

3. 連結業績予想に関する定性的情報

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

固定資産の減価償却費の算定方法

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

表示方法の変更
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
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5.【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,710,807 12,183,097

受取手形及び売掛金 8,370,663 7,890,714

有価証券 － 204,241

事業目的匿名組合出資金 426,079 429,623

貯蔵品 83,111 74,668

販売用不動産 2,872,354 2,987,234

未収還付法人税等 78,438 343,676

繰延税金資産 325,976 571,242

その他 894,881 683,509

貸倒引当金 △24,523 △28,071

流動資産合計 21,737,786 25,339,933

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,570,021 1,610,467

機械装置及び運搬具（純額） 84,916 100,232

工具、器具及び備品（純額） 259,584 266,329

土地 1,254,009 1,254,009

リース資産（純額） 298,876 103,760

有形固定資産合計 3,467,406 3,334,797

無形固定資産   

のれん 313,978 427,577

ソフトウエア 758,225 876,627

リース資産 22,658 16,129

その他 34,718 34,718

無形固定資産合計 1,129,579 1,355,051

投資その他の資産   

投資有価証券 4,681,781 4,675,249

匿名組合出資金 14,973 15,166

長期貸付金 541,939 563,507

敷金及び保証金 1,886,866 1,939,324

会員権 418,896 425,923

繰延税金資産 1,080,905 1,235,051

その他 983,678 1,105,673

貸倒引当金 △653,046 △648,217

投資その他の資産合計 8,955,992 9,311,676

固定資産合計 13,552,977 14,001,524

資産合計 35,290,763 39,341,457
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,998,487 4,103,562

1年内返済予定の長期ノンリコースローン 1,968,300 535,500

リース債務 60,921 22,548

未払費用 2,023,722 1,772,134

未払法人税等 506,769 524,274

未払消費税等 300,297 332,595

預り金 570,131 234,246

前受金 114,606 137,858

賞与引当金 114,780 665,476

役員賞与引当金 56,919 82,150

繰延税金負債 2,316 －

その他 126,400 69,922

流動負債合計 9,843,648 8,480,265

固定負債   

長期ノンリコースローン － 1,442,000

リース債務 264,559 98,261

退職給付引当金 138,567 124,345

役員退職慰労引当金 494,902 470,290

長期預り保証金 1,270,725 1,402,473

その他 16,275 7,069

固定負債合計 2,185,028 3,544,438

負債合計 12,028,676 12,024,703

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,000,000 3,000,000

資本剰余金 499,127 499,127

利益剰余金 23,402,490 22,713,544

自己株式 △4,874,403 △58,928

株主資本合計 22,027,214 26,153,743

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △284,176 △547,150

評価・換算差額等合計 △284,176 △547,150

少数株主持分 1,519,049 1,710,161

純資産合計 23,262,087 27,316,754

負債純資産合計 35,290,763 39,341,457
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 52,864,916 53,736,667

売上原価 42,719,376 43,578,089

売上総利益 10,145,540 10,158,578

販売費及び一般管理費   

販売費 227,383 171,918

人件費 3,890,535 4,350,728

賞与引当金繰入額 17,735 32,656

役員賞与引当金繰入額 57,665 55,914

役員退職慰労引当金繰入額 52,801 44,412

退職給付費用 53,238 89,438

旅費交通費及び通信費 558,871 544,971

消耗品費 363,308 312,720

賃借料 577,483 619,129

保険料 130,106 128,705

減価償却費 114,184 254,417

租税公課 49,887 57,124

貸倒引当金繰入額 11,843 4,993

のれん償却額 94,968 113,599

その他 736,571 708,572

販売費及び一般管理費合計 6,936,578 7,489,296

営業利益 3,208,962 2,669,282

営業外収益   

受取利息及び配当金 148,141 119,425

受取賃貸料 36,901 33,512

移転補償金 35,081 －

その他 34,574 58,261

営業外収益合計 254,697 211,198

営業外費用   

支払利息 2,582 9,408

賃貸費用 33,514 32,767

持分法による投資損失 573 251,967

匿名組合投資損失 7,940 193

固定資産除売却損 22,599 5,290

その他 4,122 48,143

営業外費用合計 71,330 347,768

経常利益 3,392,329 2,532,712

特別損失   

投資有価証券評価損 840,591 235,617

その他 15,750 6,953

特別損失合計 856,341 242,570

税金等調整前四半期純利益 2,535,988 2,290,142

法人税、住民税及び事業税 1,209,310 1,008,276

過年度法人税等戻入額 － △124,423

法人税等調整額 △8,409 223,578

法人税等合計 1,200,901 1,107,431

少数株主利益又は少数株主損失（△） 100,040 △111,421

四半期純利益 1,235,047 1,294,132
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,535,988 2,290,142

減価償却費 134,314 317,210

のれん償却額 94,968 113,599

賞与引当金の増減額（△は減少） △535,353 △550,696

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △23,955 △25,230

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,096 14,223

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 19,676 24,612

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,138 1,281

持分法による投資損益（△は益） 573 251,967

受取利息及び受取配当金 △148,141 △119,425

匿名組合投資損益（△は益） 7,940 193

支払利息 2,582 9,408

固定資産除売却損益（△は益） 22,599 5,290

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） 914 －

投資有価証券評価損益（△は益） 840,591 235,617

売上債権の増減額（△は増加） △982,111 △488,842

事業目的匿名組合出資金の増減額（△は増加） 137,203 △2,822

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,536 △8,443

その他の資産の増減額（△は増加） △7,542 191,727

仕入債務の増減額（△は減少） 274,997 △368,331

未払消費税等の増減額（△は減少） 70,799 △32,298

その他の負債の増減額（△は減少） 592,688 759,055

その他 － 41,966

小計 3,067,500 2,660,203

利息及び配当金の受取額 142,416 132,401

利息の支払額 △2,582 △9,408

法人税等の支払額 △2,434,832 △636,121

営業活動によるキャッシュ・フロー 772,502 2,147,075
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △175,650 △155,000

定期預金の払戻による収入 325,754 665,078

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,005,446 △228,708

有形及び無形固定資産の売却による収入 160 154

投資有価証券の取得による支出 △116,724 △70,689

投資有価証券の売却による収入 12,629 －

投資有価証券の償還による収入 － 209,827

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△386,006 －

連結の範囲の変更を伴う匿名組合への出資による
支出

△105,960 －

貸付けによる支出 △285,502 △663

貸付金の回収による収入 82,774 12,514

保険積立金の払戻による収入 46,841 －

賃借不動産保証金・敷金の増減額（△は増加） △120,189 52,458

預り保証金の増減額（△は減少） 212,700 △131,748

その他 1,064 △3,375

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,513,555 349,848

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,100,000 450,000

短期借入金の返済による支出 △1,100,000 △450,000

長期ノンリコースローンの返済による支出 － △9,200

リース債務の返済による支出 － △29,745

自己株式の増減額（△は増加） △1,786 －

自己株式の取得による支出 － △4,850,488

少数株主への払戻による支出 △14,028 －

配当金の支払額 △601,613 △589,819

少数株主への配当金の支払額 △43,751 △79,883

財務活動によるキャッシュ・フロー △661,178 △5,559,135

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,402,231 △3,062,212

現金及び現金同等物の期首残高 11,264,301 11,502,515

現金及び現金同等物の四半期末残高 9,862,070 8,440,303
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該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

   当社グループの事業区分は、役務提供の形態別に建物管理運営事業、環境施設管理事業、人材派遣事業、

不動産ファンドマネジメント事業にセグメンテーションしております。 

２ 各事業区分の主要業務 

 
  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

   当社グループの事業区分は、役務提供の形態別に建物管理運営事業、環境施設管理事業、不動産ファンド

マネジメント事業、その他の事業にセグメンテーションしております。 

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

建物管理 

運営事業 

(千円)

環境施設 

管理事業 

(千円)

人材派遣 

事業 

(千円)

不動産ファン

ドマネジメン

ト事業 

(千円)

計(千円)
消去又は 

全社(千円)
連結(千円)

  売上高

(1) 外部顧客に 

  対する売上高
46,435,376 4,672,451 1,331,735 425,354 52,864,916 ― 52,864,916

(2) セグメント間 

  の内部売上高 

  又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

   計 46,435,376 4,672,451 1,331,735 425,354 52,864,916 ― 52,864,916

  営業利益又は 

  営業損失(△)
4,878,318 484,314 △28,916 152,708 5,486,424 (2,277,462) 3,208,962

事業区分 主要業務

建物管理運営事業 複合用途ビル、シティ・ホテル、分譲及び賃貸マンション等の清掃管理、設備保

守管理業務、昼夜間の常駐保安警備、各種センサーと電話回線を使用し異常発生

時に緊急対応する機械警備業務

環境施設管理事業 上下水処理施設、ゴミ処理施設における諸設備運転管理業務及び水質管理

人材派遣事業 契約先のニーズによる受付、電話交換、オペレーター、製造ライン等への人材派

遣業務及び倉庫内における物流加工業務

不動産ファンド 

マネジメント事業

不動産ファンドの運営・アレンジメント、匿名組合への出資、投資コンサルティ

ング、資産管理及び建物運営業務

建物管理 

運営事業 

(千円)

環境施設 

管理事業 

(千円)

不動産ファン

ドマネジメン

ト事業 

(千円)

その他の 

事業 

(千円)

計(千円)
消去又は 

全社(千円)
連結(千円)

  売上高

(1) 外部顧客に 

  対する売上高
46,856,401 4,939,225 397,095 1,543,946 53,736,667 ― 53,736,667

(2) セグメント間 

  の内部売上高 

  又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

   計 46,856,401 4,939,225 397,095 1,543,946 53,736,667 ― 53,736,667

  営業利益又は 

  営業損失(△)
4,467,359 432,336 △17,438 71,796 4,954,053 (2,284,771) 2,669,282
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２ 各事業区分の主要業務 

 
３ 事業区分の変更 

   前連結会計年度まで、事業区分は「建物管理運営事業」、「環境施設管理事業」、「人材派遣事業」、

「不動産ファンドマネジメント事業」、「その他の事業」の５区分としておりました。「人材派遣事業」に

つきましては、倉庫内の商品管理や製造ラインへの人材派遣業務と、建物統括管理契約に付随する受付業務

やオペレーター業務等により構成され、このうち倉庫内の商品管理や製造ラインへの人材派遣業務につきま

しては前連結会計年度中に撤退を進めた結果、重要性が乏しくなっており、また残る受付業務やオペレータ

ー業務等につきましても建物統括管理契約に含まれる業務の一環としても行われることなどから、これまで

「人材派遣事業」として区分していた事業は「建物管理運営事業」に含めることといたしました。 

   なお、前第３四半期連結累計期間において変更後の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報

は、次のとおりであります。 

  

前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

事業区分 主要業務

建物管理運営事業 複合用途ビル、シティ・ホテル、分譲及び賃貸マンション等の清掃管理、設備保

守管理業務、昼夜間の常駐保安警備、各種センサーと電話回線を使用し異常発生

時に緊急対応する機械警備業務、契約先のニーズによる受付・オペレーター業務

環境施設管理事業 上下水処理施設、ゴミ処理施設における諸設備運転管理業務及び水質管理

不動産ファンド 

マネジメント事業

不動産ファンドの運営・アレンジメント、匿名組合への出資、投資コンサルティ

ング、資産管理及び建物運営業務

その他の事業 イベントの企画及び運営、印刷・デザイン、製本、不動産の販売及び売買仲介

建物管理 

運営事業 

(千円)

環境施設 

管理事業 

(千円)

不動産ファン

ドマネジメン

ト事業 

(千円)

その他の 

事業 

(千円)

計(千円)
消去又は 

全社(千円)
連結(千円)

  売上高

(1) 外部顧客に 

  対する売上高
47,767,111 4,672,451 425,354 ─ 52,864,916 ― 52,864,916

(2) セグメント間 

  の内部売上高 

  又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

   計 47,767,111 4,672,451 425,354 ─ 52,864,916 ― 52,864,916

  営業利益 4,849,402 484,314 152,708 ─ 5,486,424 (2,277,462) 3,208,962

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

【海外売上高】

前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)
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当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)において、純資産の部の

自己株式は前連結会計年度末に比べ4,815,475千円増加の4,874,403千円となっており、その主な要因と

して、平成21年８月10日開催の取締役会において、取得する自己株式の総数3,300,000株、株式の取得

価額の総額4,814,700千円を上限として買付けることを決議し、平成21年８月11日付で3,300,000株を

4,814,700千円にて買付けを行いました。 

これらの結果及び単元未満株式の買取により、当第３四半期連結会計期間末において前連結会計年度

末に比べ自己株式が3,300,533株、4,815,475千円増加いたしました。 

  

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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